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学校運営協議会制度が学校、家庭、地域にもたらす効果
─宮崎県日向市小・中一貫教育特区平岩小中学校
学校運営協議会の新たな形づくり─
甲　斐　莉枝子
平成24（2012）年度　修士論文要旨
資　料
　「開かれた学校」という考えは昭和59年に発
足した臨時教育審議会より登場し、広がりを見
せた。これまでの地域に施設設備を開いた学校
ではなく、教育内容や教育方法を地域に根ざし
たものにするといった動きが登場し、それは全
国に広がった。しかし近年、学校運営を開かれ
たものにしようとする動きが活発になってきて
いる。そんな中、平成16年 6 月「コミュニティ・
スクール（学校運営協議会制度）」が法定の制
度となった。
　本論文の第 1章では、学校と家庭、地域の連
携が重視されるようになった背景を教育改革の
動向を手がかりに論じている。第 2章では「開
かれた学校づくり」の動きの中で誕生したこの
論文のテーマでもある、コミュニティ・スクー
ルについて、第 1節でコミュニティ・スクール
誕生までの過程を論じ、第 2節では日本大学教
授である佐藤晴雄先生を筆頭に結成されたコミ
ュニティ・スクール研究会が行ったアンケート
調査や、平成23年 3 月に仲田、大林、武井が行
った「学校運営協議会委員の属性・意識・行動
に関する研究：質問紙調査の結果から」などの
調査結果を中心に、学校運営協議会制度設置校
の「学校運営協議会」「教職員」「保護者」「地域
住民」の現状を明らかにしている。第 3章、第
4章では、平成18年に学校運営協議会制度の設
置が指定された宮崎県日向市小中一貫教育特区
平岩小中学校のインタビュー調査を中心に、学
校運営協議会委員の生の声を聞き、学校運営協
議会の実態について詳しく報告している。筆者
は平岩小中学校に対して 2度のインタビュー調
査を行っており（ 1回目：平成22年 9 月 6 日か
ら 9月12日、 2回目：平成24年10月 3 日から10
月11日）、これらの調査を比較して、学校運営
協議会や委員の変化などについても分析してい
る。第 5章では、第 3、第 4章で明らかになっ
た実態から、委員の固定化や、消極的な保護者
といった学校運営協議会委員をめぐる問題や、
広報活動不足による学校運営協議会への理解の
低さ、学校運営協会と保護者との連携不足など
の課題を挙げている。そして第 6章において
は、これまでのまとめとして、学校運営協議会
制度が学校、家庭、地域それぞれにもたらす効
果や可能性について 4点を挙げた。1つ目は「開
かれた学校の実現」である。学校は学校運営協
議会制度を設置したことによって以前よりも学
校内部の情報を積極的に公開し真に開かれた学
校になりつつあることが分かる。 2つ目は、学
校運営協議会は「家庭への意識啓発」を行って
いる点である。平岩小中学校では保護者の意識
の低さが課題であったが、学校運営協議会を通
して、地域住民が保護者の実態に危機感を抱
き、積極的に交流しようと努力している。この
ような活動が保護者の意識改革へと繋がる可能
性が十分にあるのではないか。 3つ目 4つ目の
「意識の高い住民の育成」「地域コミュニティの
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活性化」では、インタビュー調査により学校の
問題を協議する過程の中で、委員ひとりひとり
が問題意識を持っていることが明らかとなり、
まちづくりや教育に関して意識の高い地域住民
の育成に繋がっていることが分かった。また、
学校運営協議会が学校と地域の懸け橋としての
役割がしっかりと果たされている平岩小中学校
では、地域コミュニティ全体が活性化している
ことも見てとれた。このように学校運営協議会
制度の設置によって、学校、家庭、地域それぞ
れに効果があることが明らかになったのであ
る。
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知識基盤社会に対応する新しい学びの意義と課題
─読書活動の推進と学校図書館、ICT教育を通して─
福　田　恭　輔
　本研究『知識基盤社会に対応する新しい学び
の意義と課題─読書活動の推進と学校図書
館、ICT教育を通して─』は、 3部構成から
なる。
　第 1部「知識基盤社会に対応する新しい学び」
では、知識基盤社会をめぐる概念について整理
している。第 1章では「知識基盤社会とは何か」
について焦点を当てている。第 1節では、ヤン
グやベックの社会理論をもとに後期近代社会
を、そしてドラッカーやトフラーの社会理論を
もとに、知識基盤社会の概念をそれぞれ整理し
ている。そこで重要になってくる「知識」や「知
能」とは何かについての概念整理をしている。
また、第 2節では、中央教育審議会答申ではど
のように「知識基盤社会」について述べられて
いるのかを考察する。そして、知識基盤社会に
おいては古い学力観をもとにした学力低下論争
は不毛であり、これからの社会に対応した新し
い学力観が必要であることを導く。
　第 2章では「国内外の知識基盤社会に対応す
る学力観」というテーマをもとに、第 1節では
OECDの「キー・コンピテンシー」を、第 2節
では文部科学省の「生きる力」を、第 3節では
PISA調査の「PISA型読解力」および「デジタ
ル読解力」という概念について整理した。それ
らは、暗記中心のテスト学力ではない、新しい
学力観が示されている。
　そこで、筆者は、それらを育む教育活動は、
読書活動とICTを活用した学びであることに
着目した。続く第 2部、第 3部では、読書活動
の推進とICT教育の推進を主要テーマとして
取り上げている。
　第 2部「読書活動の推進と学校図書館」では、
読書活動の推進と学校図書館についての考察を
加えた。まず第 3章の第 1節では、PISA調査
の生徒質問紙と学校質問紙への考察を加えてい
る。そこで明らかになったのは、PISA型読解
力を育むためには読書活動が大切であること、
そしてその推進には読書環境の整備を進めるこ
とが重要であることである。学校教育において
は、学校図書館が子どもたちの読書環境の中核
的存在である。そこで、第 2節では「読書活動
の推進に関する法律」を取り上げ、どのように
学校図書館が整備されてきたかについて述べ
た。
　そして、第 4章では、学校図書館の現状と課
題について述べた。第 1節では、学校図書館と
は何かについて、学校図書館法をはじめとする
法律関係を整理するとともに、そこで働く司書
の役割と課題について述べた。第 2節では、学
校図書館の機能について整理した上で、京都府
立乙訓高等学校と関西大学高槻ミューズキャン
パス中・高等部へのフィールドワーク報告を行
った。学校図書館への見学と、学校司書へのイ
ンタビューも行った。最後に、それぞれの学校
図書館が持つ特徴や機能の違いをまとめ、理想
の学校図書館像について述べた。
　第 3部ではICT教育の現状と課題について
考察を行った。第 5章の第 1節では、今の子ど
もたちがどれだけ情報通信技術に触れているか
について、デジタルネイティブという概念を提
示することによって確認した。日本のデジタル
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ネイティブである児童・生徒は、PISAのデジ
タル読解力調査で高い得点を示すものの、学校
教育でのICTの活用については参加国中最低
であるという本研究第 2章での考察のもと、第
2節では文部科学省の取り組みについて整理し
た。第 2節では、文部科学省が進める「教育の
情報化ビジョン」について、知識基盤社会にお
ける学びの質的転換の必要性を掲げ、ICTを活
用した「協働学習」の在り方や、ICT機器に求
められる役割などについてまとめている。
　第 6章では、ICT教育の現状と課題について
まとめた。まず第 1節では、文部科学省の掲げ
る「学びのイノベーション事業」と総務省が掲
げる「フューチャースクール推進事業」につい
て述べた。これら 2つの事業の役割について確
認しながら、ICT教育を推進するためには、「ソ
フト・ヒューマン・教育面」と、「ハード・イ
ンフラ・情報通信技術面」の整備が必要である
ことを確認した。また、「パナソニック教育財
団」というICT教育の推進について助成金を
出している民間企業についても触れた。第 2節
では、筆者のフィールドワーク報告を主に取り
上げ、最後にICT教育の意義と課題について
まとめた。筆者が足を運んだのは、「国内の
ICT教育活用好事例の収集・普及・促進に関す
る調査研究事業」の研究発表会と、京都府立乙
訓高等学校での英語および日本史の授業、関西
大学高槻ミューズキャンパス中・高等部での理
科の授業である。可能な限り、授業を担う教員
にも聞き取り調査を行った。
　本研究のまとめとして、アナログとデジタル
の教育のベストミックスを追究する必要性を説
いた。
